
＝未熟児養育医療について＝ 

「未熟児養育医療」とは 

母子保健法に基づき、身体の発育が未熟な状態で生まれたお子さんに対して行う医療費の 

給付制度です。入院医療が対象となります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象となるのは？ 

奥州市内に在住で、出生時体重が 2,000

ｇ未満など医師が入院による養育の必要を

認めた新生児です。指定医療機関が決まっ

ています。 

対象者に係る医療費及び食事療養費を公

費が負担しますので、申請者は医療機関に

医療費等を支払う必要はありません（保険

適用外のオムツ代等を除く）  

 

ただし、世帯の所得状況に応じて養育医

療自己負担金（徴収費用額）の請求があり

ます 

手続きに必要な書類は？ 

①「養育医療給付申請書」 

②「養育医療意見書」（主治医が作成） 

③「世帯調書」（子どもと生計を一にしている方）

④ 「委任状」（医療費助成の申請・受領に係る委任） 

⑤加入している医療保険の内容がわかるもの 

（扶養者又は本人のもの） 

例）・「資格情報のお知らせ」 

   ・「資格確認書」 

・マイナポータルの「資格情報画面」提示 等                   

⑥住民税額を証明する書類（下面確認） 

を提出することになります。 

①～④は市役所で様式を用意しています 

自己負担金の請求とは？ 

医療機関から市へ医療費の請求が行われた

後（約２か月後）に、金額が確定し請求が始ま

ります。 

ただし、この自己負担金は市で行っている

乳幼児医療費助成事業の対象となりますの

で、申請者の同意があれば、この乳幼児医療費

助成金を自己負担金に充てることが可能です

（＝自己負担金の支払いが不要となります） 

希望する場合は申請時に乳幼児医療費助成

の申請・受領に係る委任状の提出が必要です 

決定になると 

 「養育医療券」が交付（郵送）されます。指定医療機

関の受付（会計）窓口に提出してください 

医療機関ごとの申請が必要となりますので、転院が決

まり、引き続き養育医療が必要な場合は医療機関変更

の手続きが必要です。また、申請内容（保険証・住所等）

に変更が生じた場合も変更手続きが必要です 

【手続き及びお問い合わせ先】 

本庁 健康増進課地域医療係 ３４－２５２４ 

江刺総合支所        ３４－２５２３ 

前沢総合支所        ３４－０２７５ 

胆沢総合支所（悠悠館）   ４６－２９７７ 

衣川総合支所        ３４－２３７０ 

 

・以前から奥州市に住所がある方は、課税台帳閲覧の同意（申請書下部）があれば市で確認しますので書類の

提出は不要です 

・転入の方は、情報提供ネットワークシステム利用同意書の提出により、前住所地の課税状況が確認できます

（前住所地の登録状況によっては、課税証明書が必要となることがあります） 

同意がない場合は、前住所地から課税証明書を取り寄せ、提出していただきます 

住民税額を証明する書類 

 



＝養育医療申請の流れ＝ 

 

 

 入院治療開始  

 

 申請手続き  

 

 決定通知  

 

 医療機関から市へ医療費の請求  

 

 市から申請者へ医療費額等を通知  

 

 市が自己負担金の納付と乳幼児医療費助成の受領を代行  

 

 

例）月額の医療費総額 40 万円、食事代 2万円、自己負担金（徴収費用額）34,800 円とすると  

 

 

 

 

 

 

 

 

健康保険負担分（８割） 

32 万円 

自己負担分（２割） 

8 万円 

食事代 

2 万円 

（公費）養育医療給付 

10 万円を負担 

必要書類（表面参照）を

揃えて申請します 

主治医の判断により 

「意見書」が作成されます 

決定通知書・養育医療券

が送付されます 

申請から概ね２か月後に 

請求が開始されます 

入院日数、医療費額等

確認してください 

（お客様）養育医療自己負担金

34,800 円を納付 

（市）乳幼児医療費助成 

34,800 円を助成 

納付 
申請 

給付 

※決定まで約１週間かかります 

※必ず入院中に申請してください 

 退院後は申請できなくなります 

※委任状の提出により市がこの手続きを代行します 


